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(57)【要約】
　本開示は、ポリマー誘電体多層リフレクタ材料を含む
反射トレイ（１０１）、前記反射トレイ一体型バックラ
イトモジュール、前記バックライトモジュールを用いた
物品、及びバックライトモジュールに有用な反射トレイ
の製造方法に関する。特に、本バックライトモジュール
は、不必要な領域への光漏れを低減する傾向を有すると
共に、バックライト及び／又はディスプレイの構成部品
を少なくとも部分的に取り囲む、狭ベゼルを備える小型
ユニットを形成する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品であって、
　側部、底部、及び上開口部を有する反射トレイを含み、前記反射トレイが、
　光導波路と、
　前記光導波路に光学的に結合された光源と、
　前記上開口部と直に隣接する少なくとも１つの調光フィルムと、を少なくとも部分的に
囲むように構成され、
　前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタを含む、物品。
【請求項２】
　前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、請求項１に記載の
物品。
【請求項３】
　前記反射トレイが、前記上開口部に隣接して配設される液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を
少なくとも部分的に囲むように構成され、その結果、少なくとも１つの調光フィルムを通
過する前記光源からの光が前記ＬＣＤに進入する、請求項１に記載の物品。
【請求項４】
　前記反射トレイが最大４つの側部を有する矩形の反射トレイである、請求項１に記載の
物品。
【請求項５】
　前記ポリマー誘電体多層リフレクタが強化型鏡面リフレクタ（ＥＳＲ）である、請求項
１に記載の物品。
【請求項６】
　前記反射トレイの外表面が、その上に配設された機能層を含む、請求項１に記載の物品
。
【請求項７】
　前記機能層が、熱伝導性層、光吸収層、構造層、又はこれらの組み合わせである、請求
項６に記載の物品。
【請求項８】
　前記機能層が、バインダー中の熱伝導粒子、又は金属を含む、請求項６に記載の物品。
【請求項９】
　前記側部及び前記底部のうちの少なくとも１つが、内表面の上に適用される拡散反射層
を含む、請求項１に記載の物品。
【請求項１０】
　前記側部及び前記底部のうちの少なくとも１つが、少なくとも１つの開口部を含む、請
求項１に記載の物品。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの開口部が、電気的接続、光導波路支持体、光源支持体、調光フィ
ルム支持体、外部光源からの光路、又はこれらの組み合わせを収容するように構成される
、請求項１０に記載の物品。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つの調光フィルムが、反射偏光フィルム、拡散フィルム、微細構造化
輝度向上フィルム、又はこれらの組み合わせを含む、請求項１に記載の物品。
【請求項１３】
　前記反射トレイが、熱成形されたＥＳＲフィルムである、請求項１に記載の物品。
【請求項１４】
　前記反射トレイが、折り曲げられたＥＳＲフィルムである、請求項１に記載の物品。
【請求項１５】
　前記少なくとも１つの調光フィルムが、前記底部と平行な第１の表面及び少なくとも１
つの側部と平行な第２の表面を有する折り曲げられたフィルムである、請求項１に記載の
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物品。
【請求項１６】
　前記反射トレイが、前記底部と平行であり、かつ前記側部から前記上開口部の一部の上
方又は前記上開口部の外方、又はこれらの組み合わせのいずれかに延在している縁部を更
に含み、前記縁部が前記ポリマー誘電体多層リフレクタを含む、請求項１に記載の物品。
【請求項１７】
　前記縁部が前記ポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、請求項１６に記載の
物品。
【請求項１８】
　物品であって、
　側部、底部、及び上開口部を有する反射トレイと、
　前記底部と前記上開口部との間に配設される、光導波路及び前記光導波路と光学的に結
合された光源と、
　前記上開口部と直に隣接する少なくとも１つの調光フィルムと、を含み、
　前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタを含む、物品。
【請求項１９】
　前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、請求項１８に記載
の物品。
【請求項２０】
　前記ポリマー誘電体多層リフレクタが強化型鏡面リフレクタ（ＥＳＲ）である、請求項
１８に記載の物品。
【請求項２１】
　前記上開口部に隣接して配設される液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を更に含み、その結果
、前記少なくとも１つの調光フィルムを通過する前記光源からの光が前記ＬＣＤに進入す
る、請求項１８に記載の物品。
【請求項２２】
　前記ＬＣＤの外周部周囲に延在しているフレームを更に含み、前記反射トレイの前記側
部が前記フレームの内方又は前記フレームの外方にある、請求項２１に記載の物品。
【請求項２３】
　方法であって、
　角部を有する反射トレイ底部の底外周部に沿ってポリマー誘電体多層リフレクタに切り
込みを入れる工程と、
　前記ポリマー誘電体多層リフレクタの前記反射トレイ底部の外方かつ前記角部に隣接す
る部分を除去する工程と、
　前記ポリマー誘電体多層リフレクタを前記底外周部に沿って折り曲げ、前記反射トレイ
底部に対して垂直方向に延在する側部と、上開口部とを有する反射トレイを形成する工程
と、を含む方法。
【請求項２４】
　前記反射トレイ底部が矩形形状及び４つの角部を有し、除去された前記ポリマー誘電体
多層リフレクタの前記部分が前記４つの角部のそれぞれと隣接する９０°角を含む、請求
項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記ポリマー誘電体多層リフレクタを前記底外周部の外方に側部の高さで切り込みを入
れる工程と、前記ポリマー誘電体多層リフレクタを前記側部の高さの切り込みに沿って折
り曲げ、前記反射トレイ底部と平行であり、かつ前記側部から前記反射トレイ底部の一部
の上方、前記上開口部の外方、又はこれらの組み合わせに延在している縁部を形成する工
程と、を更に含む、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　切り込みを入れる工程がレーザー切り込み、熱切り込み、機械的切り込み、又はこれら
の組み合わせを含む、請求項２３に記載の方法。
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【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　電子デバイス、特に液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を有するハンドヘルド式電子デバイス
は、最適に配置された調光フィルム、リフレクタ、及び光導波路を有するバックライトを
利用して、発光ダイオード（ＬＥＤ）などの高度な光源によって生成される光を効率的に
分配している。小型サイズ及び狭ベゼルを維持しながらも、バックライトからの光は、照
光を意図しない領域に漏出しないよう保証されることが望ましい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００２】
　本開示は、反射トレイ、反射トレイ一体型バックライトモジュール、バックライトモジ
ュールを用いた物品、及びバックライトモジュールに有用な反射トレイの製造方法に関す
る。特に、本バックライトモジュールは、不必要な領域への光漏れを低減する傾向を有す
ると共に、バックライト及び／又はディスプレイの構成部品を少なくとも部分的に取り囲
む、狭ベゼルを備える小型ユニットを形成する。一態様では、本開示は、側部、底部、及
び上開口部を有する反射トレイを含む物品であって、前記反射トレイが、光導波路と、光
導波路に光学的に結合された光源と、上開口部と直に隣接する少なくとも１つの調光フィ
ルムと、を少なくとも部分的に囲むように構成され、前記反射トレイがポリマー誘電体多
層リフレクタを含む物品を提供する。
【０００３】
　別の態様では、本開示は、側部、底部、及び上開口部を有する反射トレイと、底部と上
開口部との間に配設される、光導波路及び光導波路と光学的に結合された光源と、上開口
部と直に隣接する少なくとも１つの調光フィルムと、を含む物品であって、前記反射トレ
イがポリマー誘電体多層リフレクタを含む物品を提供する。
【０００４】
　別の態様では、本開示は、反射トレイ底部（前記反射トレイ底部は角部を有する）の底
外周部に沿ってポリマー誘電体多層リフレクタに切り込みを入れる工程と、ポリマー誘電
体多層リフレクタの反射トレイ底部の外方かつ角部に隣接する部分を除去する工程と、ポ
リマー誘電体多層リフレクタを底外周部に沿って折り曲げ、反射トレイ底部に対して垂直
方向に延在する側部と、上開口部とを有する反射トレイを形成する工程とを含む方法を提
供する。
【０００５】
　上記の概要は、本開示の開示されるそれぞれの実施形態又は全ての実現形態を説明する
ことを目的としたものではない。以下の図面及び詳細な説明により、実例となる実施形態
をより具体的に例示する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
　本明細書を通して、添付の図面を参照し、同じ参照番号は同じ要素を示す。
【図１Ａ】折り曲げ可能なテンプレートの概略斜視図を示す。
【図１Ｂ】図１Ａの折り曲げ可能なテンプレートから作成された反射トレイの概略斜視図
を示す。
【図２Ａ】バックライト物品の概略斜視図を示す。
【図２Ｂ】バックライトモジュールの分解組立て概略断面図を示す。
【図２Ｃ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
【図２Ｄ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
【図２Ｅ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
【図２Ｆ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
【図２Ｇ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
【図２Ｈ】バックライトモジュールの概略断面図を示す。
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【図３】バックライトモジュールの概略斜視図を示す。
【図４Ａ】折り曲げ可能なテンプレートの概略斜視図を示す。
【図４Ｂ】図４Ａの折り曲げ可能なテンプレートから作成された反射トレイの概略斜視図
を示す。
【０００７】
　図は必ずしも縮尺に従っていない。図中用いられる同様の数字は、同様の要素を示す。
しかしながら、所与の図中の構成要素を指す数字の使用は、同一数字を付された別の図中
の構成要素を限定するものではないことが理解されよう。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本開示は、反射トレイ、反射トレイ一体型バックライトモジュール、バックライトモジ
ュールを用いた物品、及びバックライトモジュールに有用な反射トレイの製造方法に関す
る。特に、本バックライトモジュールは、不必要な領域への光漏れを低減する傾向を有す
ると共に、バックライト及び／又はディスプレイの構成部品を少なくとも部分的に取り囲
む、狭ベゼルを備える小型ユニットを形成する。
【０００９】
　特定の一実施形態では、本開示は、リフレクタを切り取って折り曲げ、光源、光導波路
、及び１つ以上の調光フィルムを囲む反射トレイを形成できるテンプレートを提供する。
前記反射トレイはＬＣＤパネル近傍に配置された上部開口面を有し、前記上部開口面は、
光がＬＣＤを通過し、かつ光源、光導波路、又は調光フィルム周辺からの光漏れを防止す
るようにＬＣＤを部分的に取り囲むか、又はＬＣＤの表面と付着する。
【００１０】
　リフレクタは、拡散リフレクタ、鏡面リフレクタ、半鏡面リフレクタなどの任意の好適
なリフレクタであってよい。リフレクタは、金属又は合金、ポリマーコーティングされた
金属又は合金、有機又は無機の誘電体多層リフレクタ、並びにこれらの組み合わせなど、
種々の材料から作製することができる。特定の一実施形態では、リフレクタは、３Ｍ　Ｃ
ｏｍｐａｎｙから入手可能なＶｉｋｕｉｔｉ（商標）ＥＳＲ（強化型鏡面リフレクタ）な
どのポリマー誘電体多層リフレクタであることが好ましい。調光フィルムは、通常、当業
者に周知されている、１つ以上の反射偏光フィルム、拡散フィルム、微細構造化輝度向上
フィルム、又はこれらの組み合わせを含む。
【００１１】
　以下の記述において、本明細書の一部を構成し、例示の目的で示されている添付図面を
参照する。他の実施形態が企図され、本開示の範囲又は趣旨から逸脱することなく作製さ
れ得ることを理解するべきである。以下の詳細な説明はしたがって、限定的な意味で解釈
されるものではない。
【００１２】
　本明細書で使用される全ての科学用語及び専門用語は、特に指示がない限り、当該技術
分野において一般的に用いられる意味を有する。本明細書にて与えられる定義は、本明細
書でしばしば用いられる特定の用語の理解を促進しようとするものであり、本開示の範囲
を限定するものではない。
【００１３】
　特に断りがない限り、本明細書及び「特許請求の範囲」で用いられる特徴の大きさ、量
、及び物理的特性を表わす全ての数字は、いずれの場合においても「約」なる語によって
修飾されているものとして理解されるべきである。それ故に、そうでないことが示されな
い限り、前述の明細書及び添付の特許請求の範囲で示される数値パラメータは、本明細書
で開示される教示内容を用いて当業者により、目標対象とする所望の特性に応じて、変化
し得る近似値である。
【００１４】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲で用いられる場合、「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈ
ｅ」などの単数形は、その内容によって別段の明確な指示がなされていない限りは、複数
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の指示対象を有する実施形態を包含する。本明細書及び添付の特許請求の範囲で用いられ
る場合、用語「又は」は、その内容によって別段の明確な指示がなされていない限りは、
一般に「及び／又は」を含む意味で用いられる。
【００１５】
　これらに限定されるものではないが、「下側」、「上側」、「下」、「下方」、「上方
」、及び「～の上」などの空間的に関連した語は、本明細書で使用される場合、ある要素
の別の要素に対する空間的関係を述べるうえで説明を容易にする目的で用いられる。この
ような空間的に関連した語には、図に示され本明細書に述べられる特定の向き以外に、使
用中又は作動中の装置の異なる向きが含まれる。例えば、図中で示される対象物が反転又
は裏返されている場合、他の要素の下方又は下として前に説明された部分は、これらの他
の要素の上となるであろう。
【００１６】
　本明細書で使用されるとき、ある要素、部材若しくは層が、例えば、別の要素、部材若
しくは層と「一致する境界面」を形成する、これらの「上にある」、これらと「接続され
る」、「結合される」、若しくは「接触する」として述べられる場合、その要素、部材若
しくは層は、例えば、特定の要素、部材若しくは層の直接上にあるか、これらと直接接続
されるか、直接結合されるか、直接接触してもよく、又は介在する要素、部材若しくは層
が特定の要素、部材若しくは層の上にあるか、これらと接続されるか、結合されるか、若
しくは接触しうる。例えばある要素、部材又は層が、別の要素の「直接上にある」、別の
要素に「直接接続される」、「直接結合する」、又は「直接接触する」ものとして表され
る場合、介在する要素、部材又は層は存在しない。
【００１７】
　本明細書で使用されるとき、「有する（have、having）」、「含む（include、includi
ng、comprise、comprising）」などは、非限定的（open ended）な意味で用いられており
、一般に「含むが、これらに限定されない」ことを意味する。用語「からなる（consisti
ng of）」及び「から本質的になる（consisting essentially of）」は、「含む（compri
sing）」等の用語に包含されることが理解されよう。
【００１８】
　図１Ａは、本開示の一態様による反射トレイを作製するために使用できる折り曲げ可能
なテンプレート１００の概略斜視図を示す。折り曲げ可能なテンプレート１００は、第１
の主表面１１２、反対側の第２の主表面１１４、及び外周部１２１を含む、反射シート１
１０から作製される。外方部分１１８は、反射シート１１０の角部から除去されて、端部
１１５を形成しており、任意の開口部１１９は、反射シートの厚み寸法を貫通している。
外方部分１１８及び任意の開口部１１９は、例えばナイフ切断、ダイカット、打抜き、レ
ーザー切断などの任意の好適な技術を使用して除去され得る。一般に、外周部１２１と平
行かつ離れている切り込み線１１６は、他に記載されるように、反射シート１１０を容易
に折り曲げ、側部及び底部を有する反射トレイを形成できるように、反射シート１１０の
厚み寸法を部分的に貫通している。切り込みを入れる工程は、反射トレイに対して所望の
数の側部を作製するように行うことができ、これにより、反射トレイは所望する１、２、
３、４、又はそれ以上の数の側部を有し得る。切り込み線１１６は、例えば、熱的又は機
械的なエンボス加工、ダイカット、キスカット、レーザー切り込みなどを含む、任意の好
適な技術を使用して作製することができる。レーザー切り込みは、他に記載のような切り
込み線１１６を形成する方法として好ましい。
【００１９】
　図１Ｂは、本開示の一態様によれば、図１Ａの折り曲げ可能なテンプレート１００から
形成される反射トレイ１０１の概略斜視図を示す。反射トレイ１０１は、端部１１５のそ
れぞれが合わさって角部１１７を形成するように、切り込み線１１６と外周部１２１との
間のそれぞれの部分を折り上げることによって形成される。反射トレイ１０１は、底部１
２０、第１の４つの貫入側部１２２、１２４、１２６、及び１２８、上開口部１２９、並
びに内表面１１２及び外表面１１４を含む。任意の開口部１１９は、他に記載するように
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、反射トレイ１０１内の構成部品の外部接続機構、トレイの外方から内方への電気配線の
貫入路、外部光源からトレイの内方への光路などを目的として、底部１２０及び側部１２
２、１２４、１２６、１２８のいずれか又はその全てに適宜配置される。
【００２０】
　特定の一実施形態では、角部１１７は、各側面を互いに接合するための接着剤層（図示
せず）又は接着テープ（図示せず）を含んでよい。場合によっては、角部１１７は、熱接
着、超音波溶接、レーザー溶接、並びにスロット／タブ技術を含む機械的な方法など、当
業者に周知されている、他の技術を介して互いに接合してよい。あるいは場合によっては
、反射トレイ１０１は、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）ＥＳＲフィルムなどの反射シート１１０
から熱成形され得る。その場合、切り込み線１１６は任意であってよい。場合によっては
、熱成形された反射トレイ１０１の角部１１７は、連続したフィルムの一部であり得る。
次に、場合によっては、熱成形された反射トレイ１０１を、例えばレーザー切断、ナイフ
切断、又はダイカットによる形成後、残りの反射シート１１０から除去してもよい。ある
いは場合によっては、外方部分１１８を除去した後の反射シート１１０から反射トレイ１
０１を熱成形し、上述のように角部１１７を互いに接合してよい。ＥＳＲフィルムのよう
なポリマーフィルムの熱成形は、当業者に既知である。
【００２１】
　内表面１１２及び／又は外表面１１４の所望の部分に、種々の層を適宜適用し得る。こ
れらの層は任意であり、蒸着、接着、積層、又はそれ以外の方法で、対応する表面に付着
されたコーティング、フィルム、及びシートを含んでよい。特定の一実施形態では、外表
面１１４に適用される層は、例えば、熱伝導性層、光吸収層、構造支持層、これらの組み
合わせなどであり得る。場合によっては、他に記載するように、反射トレイ１０１内に配
置される光源（図示せず）からの熱抽出を補助するため、例えば、バインダー中の熱伝導
粒子、又は金属フィルム若しくはシートを有する熱伝導性外層が有用であり得る。特定の
一実施形態では、内表面１１２に適用される層は、拡散層、光吸収層、又はこれらの組み
合わせであり得る。場合によっては、拡散層は好ましくは、反射トレイ１０１の、側部１
２２、１２４、１２６、１２８又は底部１２０のうち、いずれか又は複数の内表面１１２
に適用され得る。
【００２２】
　図２Ａは、本開示の一態様による、バックライト物品２００の概略斜視図を示している
。図２Ａに示されている要素２０１～２２９のそれぞれは、既に説明した図１Ｂに示す同
じ参照数字の要素１０１～１２９に対応している。例えば、図２Ａの角部２１７は図１Ｂ
の角部１１７に対応している、といった具合である。バックライト物品２００は、側部２
２２、２２４、２２６、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面２１４、切り込み線
２１６、及び外周部２２１を有する反射トレイ２０１を含む。反射トレイ２０１は、側部
２２８に隣接して配設される光源２３０、１つ以上のライト２３２（ＬＥＤ又は当技術分
野において既知である他の光源）、及び反射トレイ２０１の外方に延在する電気的接続２
３４を収容する。電気的接続２３４は、任意の開口部（図示せず、他に記載）を通り抜け
るか、又は外周部２２１の上方を通る。光導波路基板などの光導波路２４０は、光源２３
０と光学的に結合され、バックライト物品２００の反射トレイ２０１内に配置され、側部
２２２、２２４、２２６、２２８によって仕切られる。光導波路２４０及び光源２３０は
、他の接続又は構造支持のために、任意の開口部（図示せず、他に記載）を通り抜ける部
分を含んでよい。場合によっては、光源２３０の部分は、反射トレイ２０１の外部に位置
してよく、このとき、光は任意の開口部を通過できる。
【００２３】
　図２Ｂは、本開示の一態様による図２Ａのバックライト物品２００のＡ－Ａ’断面を通
るバックライトモジュール２０２の分解組立て略断面図を示す。図２Ｂに示されている要
素２０１～２４０のそれぞれは、既に説明した図２Ａに示す同じ参照数字の要素２０１～
２４０に対応している。バックライトモジュール２０２は、側部２２４、２２８、底部２
２０、内表面２１２、外表面２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２
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を有する光源２３０、及び光源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射
トレイ２０１を含む。少なくとも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５
０は、上開口部２２９を通って、反射トレイ２０１内に設置するように配設される。上部
表面２６２を有するＬＣＤパネル２６０及び反対側の底面２６４は、調光フィルムスタッ
ク２５０に隣接して配置される。
【００２４】
　図２Ｃは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
２０２の概略断面図を示している。図２Ｃに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｂに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０２は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０は反射トレイ２０１内に配
設され、上部表面２６２及び反対側の底面２６４を有するＬＣＤパネル２６０は、調光フ
ィルムスタック２５０に隣接して配置される。
【００２５】
　特定の一実施形態では、ＬＣＤパネル２６０は、図２Ｃに示すように反射トレイ２０１
内に嵌合でき、更に側部２２４、２２８はそれぞれ、ＬＣＤパネル２６０、調光フィルム
スタック２５０、光源２３０、及び光導波路２４０のうちの１つ又は複数と、接着剤層（
図示せず）を介して取り付けされ得る。場合によっては、ＬＣＤパネル２６０の上部表面
２６２は、図２Ｃに示すように、反射トレイ２０１の外周部２２１と同一の高さに揃って
いてよい。場合によっては、ＬＣＤパネル２６０の上部表面２６２は、反射トレイ２０１
の外周部２２１の上方又は下方に位置してよい。
【００２６】
　特定の一実施形態では、ＬＣＤパネル２６０は、他に記載したように、反射トレイ２０
１より大きくてもよく、反射トレイ２０１の外周部２２１は、ＬＣＤパネル２６０の底面
２６４（図示せず）に隣接して配置されていてよい。場合によっては、反射トレイ２０１
の外周部２２１をＬＣＤパネル２６０の底面２６４に、接着剤層（同様に図示せず）によ
って付着してよい。
【００２７】
　図２Ｄは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
２０３の概略断面図を示している。図２Ｄに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｃに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０３は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０は反射トレイ２０１内に配
設され、上部表面２６２及び反対側の底面２６４を有するＬＣＤパネル２６０は、調光フ
ィルムスタック２５０に隣接して配置される。フランジ２７２を有するフレーム２７０は
、側部２２４、２２８の内表面２１２に隣接してＬＣＤパネル２６０の周りに配置される
。フランジ２７２は、図２Ａに示す、側部２２２、２２６の内表面２１２にも隣接して延
在し得ることが理解されよう。フランジ２７２は、バックライトモジュール２０３内の構
成部品の支持体用に設けられ、各構成部品は、例えば接着剤又は機械的な手段によってフ
ランジ２７２に取り付けることができる。場合によっては、フランジ２７２は、外周部２
２１から底部２２０に向かって任意の距離にわたって延在することができ、更に底部２２
０と接触するように延在し得る。反射トレイ２０１内の他の構成部品（すなわち光源２３
０、光導波路２４０、調光フィルムスタック２５０、及びＬＣＤパネル２６０）は、フラ
ンジ２７２を収容するように寸法設定される。
【００２８】
　図２Ｅは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
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２０４の概略断面図を示している。図２Ｅに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｄに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０４は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０は反射トレイ２０１内に配
設され、上部表面２６２及び反対側の底面２６４を有するＬＣＤパネル２６０は、調光フ
ィルムスタック２５０に隣接して配置される。フランジ２７４を有するフレーム２７０は
、側部２２４、２２８の外表面２１４に隣接して反射トレイ２０１の周りに配置される。
フランジ２７４は、図２Ａに示す、側部２２２、２２６の外表面２１４にも隣接して延在
し得ることが理解されよう。フランジ２７４は、バックライトモジュール２０３内の構成
部品の支持体用に設けられ、外表面２１４は、例えば接着剤又は機械的な手段によってフ
ランジ２７４に取り付けることができる。場合によっては、フランジ２７４は、外周部２
２１から底部２２０に向かって任意の距離にわたって延在でき、更に底部２２０を越えて
延在し得る。
【００２９】
　特定の一実施形態では、図２Ｄに示すバックライトモジュール２０３内のフランジ２７
２及び図２Ｅに示すバックライトモジュール２０４内のフランジ２７４の位置は、側部２
２２、２２４、２２６、２２８の少なくともいずれかが、対応するフランジ内に部分的に
格納され得る（図示せず）、すなわち部分的に格納される側部の内表面２１２及び外表面
２１４の両方がフランジと接触するように組み合わせることができる。
【００３０】
　図２Ｆは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
２０５の概略断面図を示している。図２Ｆに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｃに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０５は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０は、図１Ａに示すテンプレ
ートに類似の方法によって、切り込みを入れられ及び折り曲げされ、反射トレイ２０１内
に配設され、上部表面２６２及び反対側の底面２６４を有するＬＣＤパネル２６０は、調
光フィルムスタック２５０に隣接して配置される。ＬＣＤパネル２６０は、反射トレイ２
０１より大きくてもよく、反射トレイ２０１の外周部２２１は、ＬＣＤパネル２６０の底
面２６４に隣接して配置されていてよい。場合によっては、反射トレイ２０１の外周部２
２１をＬＣＤパネル２６０の底面２６４に、接着剤層（図示せず）によって付着してよい
。
【００３１】
　図２Ｇは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
２０６の概略断面図を示している。図２Ｇに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｃに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０５は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０の第１の部分は、図１Ａに
示すテンプレートに類似の方法によって、切り込みを入れられ及び折り曲げされ、反射ト
レイ２０１内に配設される。
【００３２】
　調光フィルムスタック２５０の第２の部分（例えば、図１Ａに示すテンプレートに類似
の方法によって、切り込みを入れられ及び折り曲げされる最上部のフィルム２５１）は、
上開口部２２９にわたって延在し、側部２２４、２２８（本図には示されていないが、他
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に記載の側部２２２、２２６も同様）の外表面２１４に隣接して配設されるフラップ２５
２として延在し得る。場合によっては、調光フィルムスタック２５０の第２の部分（例え
ば、図１Ａに示すテンプレートに類似の方法によって、切り込みを入れられ及び折り曲げ
される最上部のフィルム２５１）は、上開口部２２９にわたって延在することができ、側
部２２４、２２８（本図には示されていないが、他に記載の側部２２２、２２６も同様）
の内表面２１２（図示せず）に隣接して配設されるフラップ２５２として延在し得る。フ
ラップ２５２を、例えば接着剤を使用して外表面２１４（あるいは内表面２１２）に接着
し、それによって密閉された反射トレイ２０１を形成することが可能である。場合によっ
ては、側部２２２、２２４、２２６、２２８のいずれか又は複数の外表面２１２又は内表
面２１４に、外部接続機構の組み合わせを使用してもよい。上部表面２６２を有するＬＣ
Ｄパネル２６０及び反対側の底面２６４は、調光フィルムスタック２５０の最上部フィル
ム２５１に隣接して配置され得る。
【００３３】
　図２Ｈは、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル２６０を含むバックライトモジュール
２０７の概略断面図を示している。図２Ｈに示されている要素２０１～２６４のそれぞれ
は、既に説明した図２Ｃに示す同じ参照数字の要素２０１～２６４に対応している。バッ
クライトモジュール２０７は、側部２２４、２２８、底部２２０、内表面２１２、外表面
２１４、切り込み線２１６、少なくとも１つのライト２３２を有する光源２３０、及び光
源２３０に光学的に結合された光導波路２４０を有する反射トレイ２０１を含む。少なく
とも１つの調光フィルムを有する調光フィルムスタック２５０は、反射トレイ２０１内に
配設される。図４Ａ～図４Ｂに関して、他に記載するように、反射トレイ２０１は上部２
２９の一部の上方に延在する縁部２２５、２３９を含む。上部表面２６２を有するＬＣＤ
パネル２６０及び反対側の底面２６４は、調光フィルムスタック２５０に隣接して配置さ
れる。ＬＣＤパネル２６０は、反射トレイ２０１より大きくてもよく、反射トレイ２０１
の縁部２２５、２３９は、ＬＣＤパネル２６０の底面２６４に隣接して配置されていてよ
い。場合によっては、接着剤層（図示せず）は、反射トレイ２０１の縁部２２５、２３９
をＬＣＤパネル２６０の底面２６４に付着させることができる。場合によっては、調光フ
ィルムスタック２５０の最上部フィルム（図２Ｇに示すものと同様）を、縁部２２５、２
３９に隣接して配設して接着することができ、それにより、ＬＣＤパネル２６０の底部２
６４に隣接して配置できる密閉された反射トレイ２０１を形成する。
【００３４】
　図３は、本開示の一態様による、ＬＣＤパネル３６０を含むバックライトモジュール３
００の概略斜視図を示している。図３に示されている要素３０１～３６２のそれぞれは、
既に説明した図２Ｃに示す同じ参照数字の要素２０１～２６２に対応している。例えば、
図３の角部３１７は図２Ｃの角部２１７に対応している、といった具合である。バックラ
イトモジュール３００は、側部３２２、３２４、３２６、３２８、底部３２０、外表面２
１４、角部３１７、及び外周部３２１を有する反射トレイ３０１を含む。最上部２６２を
有するＬＣＤパネル３６０は、外周部３２１に隣接する反射トレイ３０１内に配置される
。他に記載するように、第１の電気的接続３３４は、反射トレイ３０１内方の光源（図示
せず）と連通し、反射トレイ３０１の外側に延在する。第２の電気的接続３６５は、反射
トレイ３０１内方のＬＣＤパネル３６０と連通し、反射トレイ３０１の外側に延在する。
【００３５】
　図４Ａは、本開示の一態様による反射トレイを作製するために使用できる折り曲げ可能
なテンプレート４００の概略斜視図を示す。折り曲げ可能なテンプレート４００は、第１
の主表面４１２、反対側の第２の主表面４１４、及び外周部４２１を含む、反射シート４
１０から作製される。外方部分４１８は、反射シート４１０の角部から除去されて、端部
４１５を形成しており、任意の開口部４１９は、反射シートの厚み寸法を貫通している。
外方部分４１８及び任意の開口部４１９は、例えばナイフ切断、ダイカット、打抜き、レ
ーザー切断などの任意の好適な技術を使用して除去され得る。一般に、外周部４２１と平
行かつ離れている第１の切り込み線４１６は、他に記載されるように、反射シート４１０
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を容易に折り曲げ、側部及び底部を有するトレイを形成できるように、反射シート４１０
の厚み寸法を部分的に貫通している。
【００３６】
　一般に、外周部４２１及び第１の切り込み線４１６の両方に平行かつ離れている第２の
切り込み線４１３は、他に記載されるように、反射シート４１０を容易に折り曲げ、側部
、底部、及び縁部を有するトレイを形成できるように、反射シート４１０の厚み寸法を部
分的に貫通している。
【００３７】
　特定の一実施形態では、第２の切り込み線４１３及び第１の切り込み線４１６は、どち
らも第１の主表面４１２などの同一主表面に配設され得、後続の折り曲げによって、切り
込み線沿い方向から見た場合、図４Ｂに示すような「Ｃ」形状を形成し得る。他に記載さ
れるように、本実施形態では、縁部は底部上方の「トレイ内」に配設される。場合によっ
ては、第２の切り込み線４１３及び第１の切り込み線４１６は、例えば、第１の切り込み
線４１６が第１の主表面４１２上にあり、第２の切り込み線４１３が第２の主表面４１４
上にあり得るように反対側の主表面に配設され得る。この場合、後続の折り曲げによって
、切り込み線沿い方向から見たとき、「Ｚ」形状を形成し得、縁部は「トレイ外」（図４
Ｂには図示せず）に配設される。第１及び第２の切り込み線４１３、４１６のそれぞれの
配置は、主表面が所望のトレイ形状を形成するために必要な位置でよく、場合によっては
、縁部は所望数の側部のトレイ内又はトレイ外であり得ることが理解されよう。
【００３８】
　第１及び第２の切り込み線４１６、４１３は、例えば、熱的又は機械的なエンボス加工
、ダイカット、キスカット、レーザー切り込みなどを含む、任意の好適な技術を使用して
作製することができる。レーザー切り込み法は、他に記載されるような第１及び第２の切
り込み線４１６、４１３を形成する方法として好ましい。
【００３９】
　図４Ｂは、本開示の一態様によれば、図４Ａの折り曲げ可能なテンプレート４００から
形成される反射トレイ４０１の概略斜視図を示す。反射トレイ４０１は、端部４１５のそ
れぞれが合わさって角部４１７を形成するように、第１の切り込み線４１６と第２の切り
込み線４１３と外周部４２１との間のそれぞれの部分を折り上げることにより形成される
。反射トレイ４０１は、底部４２０、第１の４つの貫入側部４２２、４２４、４２６、及
び４２８、上開口部４２９、上部開口面４２９の一部の上方に延在する（すなわちトレイ
内の）第１の貫入縁部４２３、４２５、４２７、２３９、内表面４１２、並びに外表面４
１４を含む。図４Ａに関する考察から、反射シート４１０のどちらの主表面に第１及び第
２の切り込み線４１６、４１３が配設されるかに応じて、第１の貫入縁部４２３、４２５
、４２７、２３９が「トレイ内」（図４Ｂに示す）、「トレイ外」（図示せず）、又は「
トレイ内」と「トレイ外」との組み合わせのいずれにも延在し得ることが理解されよう。
任意の開口部４１９は、他に記載するように、反射トレイ４０１内の構成部品の取付機構
として、又は電気配線などの貫入路として、底部４２０、側部４２２、４２４、４２６、
４２８、及び縁部４２３、４２５、４２７、４３９のいずれか又はその全てに所望により
配置される。反射トレイ４０１は、図２Ａ～２Ｈに示す反射トレイ２０１のいずれかと置
き換え得ることが理解されよう。また、当業者であれば、反射トレイ２０１のいずれもが
、「トレイ内」又は「トレイ外」のいずれかに延在する１つ以上の縁部を含み得ることも
認識されよう。
【００４０】
　特定の一実施形態では、角部４１７は、各側面を互いに接合するための接着剤層（図示
せず）又は接着テープ（図示せず）を含んでよい。場合によっては、角部４１７は、熱接
着、超音波溶接、レーザー溶接、並びにスロット／タブ技術を含む機械的な方法など、当
業者に周知されている、他の技術を介して互いに接合してよい。場合によっては、反射ト
レイ４０１は、代替的にＶｉｋｕｉｔｉ（商標）のＥＳＲフィルムなどの反射シート４１
０から熱成形され得、切り込み線４１３、４１６は任意であってもよい。場合によっては
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、熱成形された反射トレイ４０１の角部４１７は、連続したフィルムの一部であり得るが
、その場合でも縁部４２３、４２５、４２７、２３９は連続していない角部４１７の一部
を含み得る。次に、場合によっては、熱成形された反射トレイ４０１を、例えばレーザー
切断、ナイフ切断、又はダイカットによる形成後、残りの反射シート４１０から除去して
もよい。あるいは場合によっては、外方部分４１８を除去した後の反射シート４１０から
反射トレイ４０１を熱成形し、上述のように角部４１７を互いに接合してよい。ＥＳＲフ
ィルムのようなポリマーフィルムの熱成形は、当業者に既知である。
【００４１】
　内表面４１２及び／又は外表面４１４の所望の部分に、種々の層を適宜適用し得る。こ
れらの層は任意であり、蒸着、接着、積層、又はそれ以外の方法で、対応する表面に付着
されたコーティング、フィルム、及びシートを含んでよい。特定の一実施形態では、外表
面４１４に適用される層は、例えば、熱伝導性層、光吸収層、これらの組み合わせなどで
あり得る。場合によっては、他に記載するように、反射トレイ４０１内に配置される光源
（図示せず）からの熱抽出を補助するため、例えば、バインダー中の熱伝導粒子、又は金
属フィルム若しくはシートを有する熱伝導性外層が有用であり得る。特定の一実施形態で
は、内表面４１２に適用される層は、拡散層、光吸収層、又はこれらの組み合わせであり
得る。場合によっては、拡散層は好ましくは、反射トレイ４０１の、側部４２２、４２４
、４２６、４２８のいずれか若しくは複数、縁部４２３、４２５、４２７、４３９のいず
れか若しくは複数、又は底部４２０の内表面４１２に適用され得る。
【００４２】
　以下は、本開示の実施形態のリストである。
【００４３】
　項目１は、物品であって、側部、底部、及び上開口部を有する反射トレイを含み、前記
反射トレイが、光導波路と、前記光導波路に光学的に結合された光源と、前記上開口部と
直に隣接する少なくとも１つの調光フィルムと、を少なくとも部分的に囲むよう構成され
、前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタを含む、物品である。
【００４４】
　項目２は、前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、項目１
の物品である。
【００４５】
　項目３は、前記反射トレイが、前記上開口部に隣接して配設される液晶ディスプレイ（
ＬＣＤ）を少なくとも部分的に囲むように構成され、その結果、少なくとも１つの調光フ
ィルムを通過する前記光源からの光が前記ＬＣＤに進入する、項目１又は項目２の物品で
ある。
【００４６】
　項目４は、前記反射トレイが最大４つの側部を有する矩形の反射トレイである、項目１
～項目３の物品である。
【００４７】
　項目５は、前記ポリマー誘電体多層リフレクタが、強化型鏡面リフレクタ（ＥＳＲ）で
ある、項目１～項目４の物品である。
【００４８】
　項目６は、前記反射トレイの外表面が、その上に配設された機能層を含む、項目１～項
目５の物品である。
【００４９】
　項目７は、前記機能層が、熱伝導性層、光吸収層、構造層、又はこれらの組み合わせで
ある、項目６の物品である。
【００５０】
　項目８は、前記機能層が、バインダー中の熱伝導粒子、又は金属を含む、項目１～項目
６の物品である。
【００５１】
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　項目９は、前記側部及び前記底部のうちの少なくとも１つが、内表面の上に適用される
拡散反射層を含む、項目１～項目８の物品である。
【００５２】
　項目１０は、前記側部及び前記底部のうちの少なくとも１つが、少なくとも１つの開口
部を含む、項目１～項目９の物品である。
【００５３】
　項目１１は、前記少なくとも１つの開口部が、電気的接続、光導波路支持体、光源支持
体、調光フィルム支持体、外部光源からの光路、又はこれらの組み合わせを収容するよう
に構成される、項目１０の物品である。
【００５４】
　項目１２は、前記少なくとも１つの調光フィルムが、反射偏光フィルム、拡散フィルム
、微細構造化輝度向上フィルム、又はこれらの組み合わせを含む、項目１～項目１１の物
品である。
【００５５】
　項目１３は、前記反射トレイが、熱成形されたＥＳＲフィルムである、項目１～項目１
２の物品である。
【００５６】
　項目１４は、前記反射トレイが、折り曲げられたＥＳＲフィルムである、項目１～項目
１３の物品である。
【００５７】
　項目１５は、前記少なくとも１つの調光フィルムが、前記底部と平行な第１の表面及び
少なくとも１つの側面と平行な第２の表面を有する折り曲げられたフィルムである、項目
１～項目１４の物品である。
【００５８】
　項目１６は、前記反射トレイが、前記底部と平行であり、かつ前記側部から前記上開口
部の一部の上方又は前記上開口部の外方、又はこれらの組み合わせのいずれかに延在して
いる縁部を更に含み、前記縁部が前記ポリマー誘電体多層リフレクタを含む、項目１～項
目１５の物品である。
【００５９】
　項目１７は、前記縁部が前記ポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、項目１
６の物品である。
【００６０】
　項目１８は、物品であって、側部、底部、及び上開口部を有する反射トレイと、前記底
部と前記上開口部との間に配設される、光導波路及び光導波路と光学的に結合された光源
と、前記上開口部と直に隣接する少なくとも１つの調光フィルムと、を含み、前記反射ト
レイがポリマー誘電体多層リフレクタを含む、物品である。
【００６１】
　項目１９は、前記反射トレイがポリマー誘電体多層リフレクタから本質的になる、項目
１８の物品である。
【００６２】
　項目２０は、前記ポリマー誘電体多層リフレクタが強化型鏡面リフレクタ（ＥＳＲ）で
ある、項目１９の物品である。
【００６３】
　項目２１は、前記上開口部に隣接して配設される液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を更に含
み、その結果、前記少なくとも１つの調光フィルムを通過する光源からの光が前記ＬＣＤ
に進入する、項目１８～項目２０の物品である。
【００６４】
　項目２２は、前記ＬＣＤの外周部周囲に延在しているフレームを更に含み、前記反射ト
レイの前記側部がフレームの内方又はフレームの外方にある、項目２１の物品である。
【００６５】



(14) JP 2016-527660 A 2016.9.8

10

20

30

　項目２３は、方法であって、角部を有する反射トレイ底部の底外周部に沿ってポリマー
誘電体多層リフレクタに切り込みを入れる工程と、前記ポリマー誘電体多層リフレクタの
前記反射トレイ底部の外方かつ前記角部に隣接する部分を除去する工程と、前記ポリマー
誘電体多層リフレクタを前記底外周部に沿って折り曲げ、前記反射トレイ底部に対して垂
直方向に延在する側部と、上開口部とを有する反射トレイを形成する工程と、を含む方法
である。
【００６６】
　項目２４は、前記反射トレイ底部が矩形形状及び４つの角部を有し、除去された前記ポ
リマー誘電体多層リフレクタの前記部分が前記４つの角部それぞれと隣接する９０°角を
含む、項目２３の方法である。
【００６７】
　項目２５は、前記ポリマー誘電体多層リフレクタを底外周部の外方に側部の高さで切り
込みを入れる工程と、ポリマー誘電体多層リフレクタを側部の高さの切り込みに沿って折
り曲げ、前記反射トレイ底部と平行であり、かつ前記側部から前記反射トレイ底部一部の
上方、前記上開口部の外方、又はこれらの組み合わせに延在している縁部を形成する工程
と、を更に含む、項目２３又は項目２４の方法である。
【００６８】
　項目２６は、切り込みを入れる工程がレーザー切り込み、熱切り込み、機械的切り込み
、又はこれらの組み合わせを含む、項目２５の方法である。
【００６９】
　特に断りがない限り、本明細書及び特許請求の範囲において用いられる特徴の大きさ、
量、及び物理特性を表す数値は全て、「約」なる語によって修飾されているものとして理
解すべきである。それ故に、そうでないことが示されない限り、前述の明細書及び添付の
特許請求の範囲で示される数値パラメータは、本明細書で開示される教示内容を用いて当
業者により、目標対象とする所望の特性に応じて、変化し得る近似値である。
【００７０】
　本明細書に引用される全ての参考文献及び刊行物は、それらが本開示と直接矛盾し得る
場合を除き、それらの全容を参照によって本開示に明確に援用するものである。以上、本
明細書において具体的な実施形態を図示、説明したが、様々な代替的かつ／又は等価的な
実現形態を、図示及び説明された具体的な実施形態に本開示の範囲を逸脱することなく置
き換えることができる点は、当業者であれば認識されるところであろう。本出願は、本明
細書において検討される具体的な実施形態のいかなる適合例又は変形例をも網羅しようと
するものである。したがって、本開示は、特許請求の範囲及びその等価物によってのみ限
定されるものとする。
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